
 

- 1 - 

                

 

 

 

 

 

 

 

 
 

労働基準法及び労働安全衛生法違反の疑いでめっき業者を書類送検 
 

～ 1か月 100時間以上の違法な長時間労働等を行わせ、工場内で六価クロムを使用するのに発

散防止の局所排気装置等を設置せず、従事作業員に特殊健康診断を受診させなかった疑い ～ 

 

令和７年２月 19日、大阪南労働基準監督署（署長伊地知康）は、下記のとおり、

大和工業株式会社ほか２名を労働基準法及び労働安全衛生法違反の疑いで大阪地方

検察庁に書類送検しました。 

 
記 

 

１ 被疑者 

（１）大和
だ い わ

工業
こうぎょう

株式会社（以下「被疑会社Ａ」という。） 

所在地  大阪市平野区加美
か み

北
きた

 

事業内容  めっき業 

（２）被疑会社Ａ 代表取締役（以下「被疑者Ｂ」という。） 

（３）被疑会社Ａ 取 締 役（以下「被疑者Ｃ」という。） 

 

２ 違反条文等 

（１）被疑会社Ａ及び被疑者Ｂについて 

    労働基準法違反 

     同法第 32条第１項 

     同法第 36条第６項第２号 

     同法第 36条第６項第３号 

     同法第 119条第１号（罰則） 

     同法第 121条第１項（両罰） 

大阪南労働基準監督署発表 

令和７年２月 19 日 大阪南労働基準監督署    

電話 ０６－７６８８－５５８０ 

Press Release 大阪労働局 
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労働安全衛生法違反 

同法第 22条第１号 

同法第 27条第１項 

特定化学物質障害予防規則第５条第１項 

同法第 119条第１号（罰則） 

同法第 122条（両罰） 

（２）被疑会社Ａ及び被疑者Ｃについて 

労働安全衛生法違反 

同法第 66条第２項 

特定化学物質障害予防規則第 39条第１項 

同法第 120条第 1号（罰則） 

同法第 122条（両罰） 

 

３ 事件の概要 

（１）被疑者Ｂは、同社の労働者２名に対し、労働基準法第 36条で規定する時

間外労働・休日労働の労使協定（通称：「 3 6
さぶろく

協定」）の延長時間を超えて違

法な時間外・休日労働を行わせたもの。 

（２）被疑者Ｂは、工場内のめっきラインで六価クロム（特定化学物質で、第二

類物質のうちの管理第二類物質である「クロム酸及び塩」の通称）を使用す

るのに発散防止のための局所排気装置等の設備を設置しなかったもの。 

（３）被疑者Ｃは、工場内のめっきラインで六価クロムを使用する作業に従事す

る労働者に特殊健康診断を受診させなかったもの。 

 

４ 参考事項 

適用法条文は、労働基準法関係が別紙１、労働安全衛生法関係が別紙２のと

おり。 
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関係法令（労働基準法） 
 

 

 

労働基準法 

 

 （労働時間） 
 
第三十二条 使用者は、労働者に、休憩時間を除き一週間について四十時間を超えて、労働さ

せてはならない。 

２ 使用者は、一週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き一日について八時間を超

えて、労働させてはならない。 

 

 (時間外及び休日の労働) 
 
第三十六条 使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合におい

てはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半

数を代表する者との書面による協定をし、厚生労働省令で定めるところによりこれを行政官

庁に届け出た場合においては、第三十二条から第三十二条の五まで若しくは第四十条の労働

時間(以下この条において「労働時間」という。)又は前条の休日(以下この条において「休日」

という。)に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによつて労働時間を延長し、

又は休日に労働させることができる。 

２ 前項の協定においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 この条の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させることができることとされ

る労働者の範囲 

二 対象期間(この条の規定により労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる期

間をいい、一年間に限るものとする。第四号及び第六項第三号において同じ。) 

三 労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる場合 

四 対象期間における一日、一箇月及び一年のそれぞれの期間について労働時間を延長して

労働させることができる時間又は労働させることができる休日の日数 

五 労働時間の延長及び休日の労働を適正なものとするために必要な事項として厚生労働省

令で定める事項 

３ 前項第四号の労働時間を延長して労働させることができる時間は、当該事業場の業務量、

時間外労働の動向その他の事情を考慮して通常予見される時間外労働の範囲内において、限

度時間を超えない時間に限る。 

４ 前項の限度時間は、一箇月について四十五時間及び一年について三百六十時間(第三十二条

の四第一項第二号の対象期間として三箇月を超える期間を定めて同条の規定により労働させ

る場合にあつては、一箇月について四十二時間及び一年について三百二十時間)とする。 

５ 第一項の協定においては、第二項各号に掲げるもののほか、当該事業場における通常予見

することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に第三項の限度時間を超えて労働さ

せる必要がある場合において、一箇月について労働時間を延長して労働させ、及び休日にお

いて労働させることができる時間(第二項第四号に関して協定した時間を含め百時間未満の

範囲内に限る。)並びに一年について労働時間を延長して労働させることができる時間(同号

に関して協定した時間を含め七百二十時間を超えない範囲内に限る。)を定めることができる。

この場合において、第一項の協定に、併せて第二項第二号の対象期間において労働時間を延

長して労働させる時間が一箇月について四十五時間(第三十二条の四第一項第二号の対象期

間として三箇月を超える期間を定めて同条の規定により労働させる場合にあつては、一箇月

について四十二時間)を超えることができる月数(一年について六箇月以内に限る。)を定めな

ければならない。 

６ 使用者は、第一項の協定で定めるところによつて労働時間を延長して労働させ、又は休日

別紙１ 
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において労働させる場合であつても、次の各号に掲げる時間について、当該各号に定める要

件を満たすものとしなければならない。 

一 （略） 

二 一箇月について労働時間を延長して労働させ、及び休日において労働させた時間百時間

未満であること。 

三 対象期間の初日から一箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の一箇月、二箇月、

三箇月、四箇月及び五箇月の期間を加えたそれぞれの期間における労働時間を延長して労

働させ、及び休日において労働させた時間の一箇月当たりの平均時間八十時間を超えない

こと。 

７から 10 （略） 

11 第三項から第五項まで及び第六項(第二号及び第三号に係る部分に限る。)の規定は、新た

な技術、商品又は役務の研究開発に係る業務については適用しない。 

 

（罰則）  
 
第百十九条  次の各号のいずれかに該当する者は、六箇月以下の懲役又は三十万円以下の罰金

に処する。 

一 第三条、第四条、第七条、第十六条、第十七条、第十八条第一項、第十九条、第二十条、

第二十二条第四項、第三十二条、第三十四条、第三十五条、第三十六条第六項、第三十七

条、第三十九条(第七項を除く。)、第六十一条、第六十二条、第六十四条の三から第六十

七条まで、第七十二条、第七十五条から第七十七条まで、第七十九条、第八十条、第九十

四条第二項、第九十六条又は第百四条第二項の規定に違反した者 

二から四 （略） 

 

（両罰規定） 
 
第百二十一条  この法律の違反行為をした者が、当該事業の労働者に関する事項について、事

業主のために行為した代理人、使用人その他の従業者である場合においては、事業主に対し

ても各本条の罰金刑を科する。ただし、事業主(事業主が法人である場合においてはその代表

者、事業主が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又は成年被後見人であ

る場合においてはその法定代理人(法定代理人が法人であるときは、その代表者)を事業主と

する。次項において同じ。)が違反の防止に必要な措置をした場合においては、この限りでな

い。 

２ 事業主が違反の計画を知りその防止に必要な措置を講じなかつた場合、違反行為を知り、

その是正に必要な措置を講じなかつた場合又は違反を教唆した場合においては、事業主も行

為者として罰する。 
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関係法令（労働安全衛生法） 
 

 

 

労働安全衛生法 

 

（事業者の講ずべき措置等） 
 
第二十条 事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

  一 機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険 

  二 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険 

  三 電気、熱その他のエネルギーによる危険 

 

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害 

二 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害 

三 計器監視、精密工作等の作業による健康障害 

四 排気、排液又は残さい物による健康障害 

 

第二十七条 第二十条から第二十五条まで及び第二十五条の二第一項の規定により事業者が講

ずべき措置及び前条の規定により労働者が守らなければならない事項は、厚生労働省令で定

める。 

２ 前項の厚生労働省令を定めるに当たつては、公害（環境基本法（平成五年法律第九十一

号）第二条第三項に規定する公害をいう。）その他一般公衆の災害で、労働災害と密接に関

連するものの防止に関する法令の趣旨に反しないように配慮しなければならない。 

 

（健康診断） 
 
第六十六条 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による健康

診断（第六十六条の十第一項に規定する検査を除く。以下この条及び次条において同じ。）

を行わなければならない。 

２ 事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、厚生労働省令で定

めるところにより、医師による特別の項目についての健康診断を行なわなければならない。 

有害な業務で、政令で定めるものに従事させたことのある労働者で、現に使用しているも

のについても、同様とする。 

３から５ （略） 

 

（罰則） 
 
第百十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に

処する。 

  一 第十四条、第二十条から第二十五条まで、第二十五条の二第一項、第三十条の三第一項 

若しくは第四項、第三十一条第一項、第三十一条の二、第三十三条第一項若しくは第二

項、第三十四条、第三十五条、第三十八条第一項、第四十条第一項、第四十二条、第四十

三条、第四十四条第六項、第四十四条の二第七項、第五十六条第三項若しくは第四項、第

五十七条の四第五項、第五十七条の五第五項、第五十九条第三項、第六十一条第一項、第

六十五条第一項、第六十五条の四、第六十八条、第八十九条第五項（第八十九条の二第二

項において準用する場合を含む。）、第九十七条第二項、第百五条又は第百八条の二第四

項の規定に違反した者 

  二から四 （略） 

 

別紙２

２ 

https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_20
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_25_2-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_26
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_27-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/405AC0000000091#Mp-At_2-Pr_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/405AC0000000091#Mp-At_2-Pr_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_7-At_66_10-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_7-At_66_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_12-At_119-Pr_1-It_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_3-At_14
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_20
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_25_2-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_30_3-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_30_3-Pr_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_31-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_31_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_33-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_33-Pr_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_33-Pr_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_34
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_4-At_35
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_1-At_38-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_1-At_40-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_1-At_42
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_1-At_43
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_1-At_43
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_1-At_44-Pr_6
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_1-At_44_2-Pr_7
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_2-At_56-Pr_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_2-At_56-Pr_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_2-At_57_4-Pr_5
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_2-At_57_4-Pr_5
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_5-Se_2-At_57_5-Pr_5
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_6-At_59-Pr_3
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_6-At_61-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_7-At_65-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_7-At_65-Pr_1
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_7-At_65_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_7-At_68
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_10-At_89-Pr_5
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_10-At_89_2-Pr_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_10-At_89_2-Pr_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_10-At_97-Pr_2
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_11-At_105
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_11-At_108_2-Pr_4
https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000057#Mp-Ch_11-At_108_2-Pr_4
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第百二十条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

  一 第十条第一項、第十一条第一項、第十二条第一項、第十三条第一項、第十五条第一項、

第三項若しくは第四項、第十五条の二第一項、第十六条第一項、第十七条第一項、第十八

条第一項、第二十五条の二第二項（第三十条の三第五項において準用する場合を含

む。）、第二十六条、第三十条第一項若しくは第四項、第三十条の二第一項若しくは第四

項、第三十二条第一項から第六項まで、第三十三条第三項、第四十条第二項、第四十四条

第五項、第四十四条の二第六項、第四十五条第一項若しくは第二項、第五十七条の四第一

項、第五十九条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、第六十一条第二

項、第六十六条第一項から第三項まで、第六十六条の三、第六十六条の六、第六十六条の

八の二第一項、第六十六条の八の四第一項、第八十七条第六項、第八十八条第一項から第

四項まで、第百一条第一項又は第百三条第一項の規定に違反した者 

  二から六 （略） 

 

（両罰規定） 
 
第百二十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関して、第百十六条、第百十七条、第百十九条又は第百二十条の違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科す

る。 

 

労働安全衛生法施行令 

 

別表第３（妙） 
   

二 第二類物質 

１１ クロム酸及びその塩 
 
  三 第三類物質 

   ４ 硝酸 

 

特定化学物質障害予防規則 
 

（定義等） 
 
第二条 この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

  一 第一類物質 労働安全衛生法施行令（以下「令」という。）別表第三第一号に掲げる物

をいう。 

  二 第二類物質 令別表第三第二号に掲げる物をいう。 

  三 特定第二類物質 第二類物質のうち、令別表第三第二号１、２、４から７まで、８の

２、１２、１５、１７、１９、１９の４、１９の５、２０、２３、２３の２、２４、２

６、２７、２８から３０まで、３１の２、３４、３５及び３６に掲げる物並びに別表第一

第一号、第二号、第四号から第七号まで、第八号の二、第十二号、第十五号、第十七号、

第十九号、第十九号の四、第十九号の五、第二十号、第二十三号、第二十三号の二、第二

十四号、第二十六号、第二十七号、第二十八号から第三十号まで、第三十一号の二、第三

十四号、第三十五号及び第三十六号に掲げる物をいう。 

三の二 特別有機溶剤 第二類物質のうち、令別表第三第二号３の３、１１の２、１８の２

から１８の４まで、１９の２、１９の３、２２の２から２２の５まで及び３３の２に掲げ

る物をいう。 

三の三 特別有機溶剤等 特別有機溶剤並びに別表第一第三号の三、第十一号の二、第十八

号の二から第十八号の四まで、第十九号の二、第十九号の三、第二十二号の二から第二十

二号の五まで、第三十三号の二及び第三十七号に掲げる物をいう。 

  四 オーラミン等 第二類物質のうち、令別表第三第二号８及び３２に掲げる物並びに別表

第一第八号及び第三十二号に掲げる物をいう。 
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  五 管理第二類物質 第二類物質のうち、特定第二類物質、特別有機溶剤等及びオーラミン

等以外の物をいう。 

  六 第三類物質 令別表第三第三号に掲げる物をいう。 

  七 特定化学物質 第一類物質、第二類物質及び第三類物質をいう。 

２ 令別表第三第二号３７の厚生労働省令で定める物は、別表第一に掲げる物とする。 

３ 令別表第三第三号９の厚生労働省令で定める物は、別表第二に掲げる物とする。 

 

第五条 事業者は、特定第二類物質のガス、蒸気若しくは粉じんが発散する屋内作業場（特定

第二類物質を製造する場合、特定第二類物質を製造する事業場において当該特定第二類物質

を取り扱う場合、燻蒸作業を行う場合において令別表第三第二号５、１５、１７、２０若し

くは３１の２に掲げる物又は別表第一第五号、第十五号、第十七号、第二十号若しくは第三

十一号の二に掲げる物（以下「臭化メチル等」という。）を取り扱うとき、及び令別表第三

第二号３０に掲げる物又は別表第一第三十号に掲げる物（以下「ベンゼン等」という。）を

溶剤（希釈剤を含む。第三十八条の十六において同じ。）として取り扱う場合に特定第二類

物質のガス、蒸気又は粉じんが発散する屋内作業場を除く。）又は管理第二類物質のガス、

蒸気若しくは粉じんが発散する屋内作業場については、当該特定第二類物質若しくは管理第

二類物質のガス、蒸気若しくは粉じんの発散源を密閉する設備、局所排気装置又はプッシュ

プル型換気装置を設けなければならない。 

   ただし、当該特定第二類物質若しくは管理第二類物質のガス、蒸気若しくは粉じんの発散

源を密閉する設備、局所排気装置若しくはプッシュプル型換気装置の設置が著しく困難なと

き、又は臨時の作業を行うときは、この限りでない。 

２ 事業者は、前項ただし書の規定により特定第二類物質若しくは管理第二類物質のガス、蒸

気若しくは粉じんの発散源を密閉する設備、局所排気装置又はプッシュプル型換気装置を設

けない場合には、全体換気装置を設け、又は当該特定第二類物質若しくは管理第二類物質を

湿潤な状態にする等労働者の健康障害を予防するため必要な措置を講じなければならない。 
 
（健康診断の実施） 

 
第三十九条 事業者は、令第二十二条第一項第三号の業務（石綿等の取扱い若しくは試験研究

のための製造又は石綿分析用試料等（石綿則第二条第四項に規定する石綿分析用試料等をい

う。）の製造に伴い石綿の粉じんを発散する場所における業務及び別表第一第三十七号に掲

げる物を製造し、又は取り扱う業務を除く。）に常時従事する労働者に対し、別表第三の上

欄に掲げる業務の区分に応じ、雇入れ又は当該業務への配置替えの際及びその後同表の中欄

に掲げる期間以内ごとに一回、定期に、同表の下欄に掲げる項目について医師による健康診

断を行わなければならない。 

２から７ （略） 

 

別表１（妙） 
 
 十一  クロム酸又はその塩を含有する製剤その他の物。ただし、クロム酸又はその塩の含有

量が重量の一パーセント以下のものを除く。 

 

別表３（妙） 
 
 二十三 上欄 クロム酸等を製造し、又は取り扱う業務 

     中欄 ６月 

     下欄 （略） 
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